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参考１ 公園の遊具の認証マーク 

公園の遊具には、一般社団法人日本公園施設業協会により「遊具の安全に関

する基準 JPFA-SP-S:2014」に基づき、同協会が認定している品質・安全性をベ

ースとした認証マークがあります。利用する際は参考にしましょう。 

ＳＰマーク ＳＰ（セーフティープロダクト）マークは、一般社団法

人日本公園施設業協会（JPFA）が定めた基準に準拠して

いることを示しています。公園の遊具については、以下

が基準となります。 

遊具の安全に関する基準 JPFA-SP-S:2014 

点検済シール 定期点検（年に１回以上。目視診断・触手診断・聴音診

断・打音診断・揺動診断、あるいは JPFA 検査器具や測

定機器などを使用して行う点検。）や精密点検が「SP 表

示認定企業」にて実施され、劣化に関して健全であり、

かつ JPFA-SP-S:2014 に関して適合していると認められ

た遊具に貼付されます。 
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10 
 

参考２ 公園の遊具を安全に使うためのパンフレット 

一般社団法人日本公園施設業協会によって、遊具と遊び場に関わる事故を軽

減することを目的として、幼児を見守り指導する保育者と保護者などのために、

パンフレット（テキスト）が制作されています。遊ぶ前の注意事項、遊ぶ時の心

得や万が一事故が起こった時の対応などを、確認しておきましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

http://www.jpfa.or.jp/download/pdf/20150724001.pdf 

http://www.jpfa.or.jp/nakayoku/pdf/jido.pdf 
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参考３ 商業施設内キッズプレイランド安全 10 ヶ条 

一般社団法人日本エア遊具安全普及協会（JIPSA）によって、商業施設13にお

けるキッズプレイランドの設計、製造、運営、管理等を行う事業者向けに、遊具

と遊び場に関わる事故を軽減することを目的とした10ヶ条が公開されています。 

遊具の適切な遊び方を利用者及び保護者に分かりやすく掲示することも規定

されています。商業施設におけるプレイランドの遊具で遊ぶときには、口頭での

説明を含めて掲示されている遊び方や危険・禁止行為などを確認するようにし

ましょう。 

URL：http://www.jipsa.org/pdf/SC_SafetyManagement10rules.pdf 

13 ショッピングセンター、家電量販店、書店、飲食店、コンビニエンスストア、遊園地、テーマパークが主な対象と

なっています。
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参考４ 関係行政機関への要請 

注）別添は省略。 
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（別添３） 

＜遊戯施設の事故防止に関係するガイドライン等＞ 

○国土交通省

・「都市公園における遊具の安全確保に関する指針」（平成 26 年 6 月） 

http://www.mlit.go.jp/crd/park/shisaku/ko_shisaku/kobetsu/yuugu.html 

○一般社団法人 日本エア遊具安全普及協会

http://www.jipsa.org/

・（エア遊具の）「安全運営の 10 ヶ条」（平成 22 年 12 月） 

・「商業施設内キッズプレイランド安全 10 か条」（平成 27 年 12 月） 
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（別添４） 

＜遊戯施設の事故情報が記載されている主なウェブサイト＞ 

○事故情報データバンクシステム（消費者庁）

http://www.jikojoho.go.jp/ai_national/

○特定教育・保育施設等における事故情報データベース（内閣府）

http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/outline/index.html#database

○学校事故事例検索データベース（独立行政法人日本スポーツ振興センター）

http://www.jpnsport.go.jp/anzen/Tabid/822/Default.aspx

○キッズデザインの輪（経済産業省・独立行政法人産業技術総合研究所デジタル

ヒューマン工学研究センター）

・収集した事故データの検索（2006 年 11 月～2013 年 3 月までに収集された

22322 件の事故データ） 

http://kd-wa-meti.com/statistics.html 

25



場所 主な所管省庁 件数

公園・広場 国土交通省 ４１

幼稚園・保育園 文部科学省、厚生労働省 １３

学校 文部科学省 １０

商業施設 経済産業省 ７

建議以降に消費者庁が収集した事故情報
（平成28年1月末まで）
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